
　産物の品質等の特徴と原産地が

結びついている場合に，その原産

地を特定することとなる表示を

「地理的表示」といい，代表的な

ものに，パルマハム，シャンパン

等があります。本報告は，この分

野で歴史と実績のある EU の保護

制度の概要のほか，我が国におけ

る関連制度の内容，制度導入によ

り期待される効果等を報告したも

のです。 

　　はじめに

　地理的表示は TRIPS 協定上「あ

る商品について，その確立した品

質，社会的評価その他の特性が当

該商品の地理的原産地に主として

帰せられる場合において，当該商

品が加盟国の領域又は領域内の地

域若しくは地方を原産地とするこ

とを特定する表示」と定義されて

おり，①商品の品質等の特性，②原

産地の地域名の表示，③特性とそ

の地域の結びつきとの要件を備え

た表示といえます。

　この地理的表示については，本

年策定の食料・農業・農村基本計

画で，「地理的表示を支える仕組

みについて検討する」こととされ

ており，国際的には，WTO 交渉

において EU がその保護の拡充を

主張しています。

　　EUにおける保護制度

　EU の地理的表示の保護の内容

としては，より地域との結びつき

が深い PDO（保護原産地呼称）

と PGI（保護地理的表示）の２種

類があり，合計で 900 を超える名

称が登録されています。登録に当

たっては，生産地域，生産・品質

基準等を定めた明細書が作成され，

審査，異議申立手続きを経て登録

が行われ，登録後は，明細書の遵

守が確認された産物については誰

でも登録名称を使用できる一方，

基準を満たさない産物に対する登

録名称の使用が禁止されます。審

査では，①一般の産品と異なる品

質，特徴，②地域の適正性，③特徴

と地域の結びつきなどが審査され

ます。また，品質確保を図るため，

検査内容等を定めた管理計画に従

い独立した第三者機関による検査

が行われています。

　　我が国の地理的表示に関連す

　　る制度

　地理的表示に関連する制度とし

ては，「不正競争防止法」，「酒税

の保全及び酒類業組合に関する法

律」，「地域団体商標」等があります。

この「地域団体商標」と「地理的

表示」の違いは，地理的表示が，

生産・品質基準を満たす産品にの

み表示の使用を認め，管理機関等

によるチェックを行い基準への適

合性を確保しているのに対し，地

域団体商標では基準の制定は必須

でなく，品質管理等も権利者に任

されていること等があります。基

準の明定とその適合のチェックは，

消費者の評価を高め，価格への反

映を期待する上で，重要な点と考

えられます。

　　仕組みの検討に向けて

　地理的表示の導入による効果と

しては，農林水産業振興の面と消

費者利益の確保の面があります。

EU における実例として，PDO 対

象のオリーブオイルが通常品の３

～４倍の価格となっている調査等

があります。これは，消費者に適

切な情報が伝わり，評価が高まっ

た結果とも考えられ，農業振興と

消費者利益はコインの両面の関係

にあるとも言えるのではないかと

思われます。

　地理的表示の制度化に当たって

も，この２つが達成できるよう，

生産・品質基準を定める明確な明

細書の策定と，これを確保できる

仕組みが必要と考えられます。ま

た，保護要件の具体化，規制内容

の明確化，既存商標との関係等に

ついても，今後整理・検討を行っ

ていく必要があります。

　地球温暖化の原因とされる二酸

化炭素などの温室効果ガスの効率

的かつ確実な削減に資する制度と

して排出量取引制度が注目されて

います。日本においても，平成

20 年 10 月より試行的な排出量取

引制度（以下，試行実施とします）

が開始されています。試行実施で

は，大企業等の間での排出量取引

である試行排出量取引スキームや，

中小企業や農家などが削減した温

室効果ガスの量を国内クレジット

として認証する国内クレジット制

度などの取組を通じて，国全体で

の温室効果ガス排出量を削減する

こととなっています。

　国内クレジット制度には，平成

22年６月末時点で 414 件の事業申

請がありますが，そのうち33件は

農家が主体となって実施される事

業となっています。農家が主体と

なった事業で最も多いのが，ハウ

ス栽培の暖房用ボイラーをA重油

焚きのものから電気を利用する

ヒートポンプに転換し，温室効果

ガス排出量を削減する事業です。

その他に農家が取り組んでいる事

業として，A 重油焚きボイラーか

ら木質バイオマスを燃料としたボ

イラーに転換する事業や，花きの

成長抑制用の白熱電球を LED 電

球に転換する事業があります。

　本報告では，国内クレジット制

度に申請した農家に対するヒアリ

ング調査をもとに，農家による排

出量取引の取組について発表しま

した。ヒアリング調査は平成 21
年８月時点で国内クレジット制度

に申請していた農家８件を対象に

実施したもので，（１）国内クレ

ジット制度申請前の状況，（２）

作業や費用の負担状況，（３）国

内クレジット制度に対する評価な

どについて聞き取りました。調査

対象は，いずれもハウス栽培農家

であり，大規模な個別経営農家も

しくは複数農家による農家組織の

どちらかでした。国内クレジット

制度に申請するために新たに組織

を結成する事例も見られました。

以下では主な調査結果を示します。

　　国内クレジット制度申請前の

　　状況

　農家に国内クレジット制度に申

請した理由を尋ねたところ，８件

中６件がコスト削減や広告・宣伝

効果といった経済的メリットに関

する項目を最も重要な理由として

回答しました。また，申請前に不

安に感じていた点を尋ねたところ，

８件中４件が事業が経済的に成立

つかどうかという点を回答しまし

た。以上より，農家の国内クレジッ

ト制度への参加を促進するには，

事業の経済的メリットを担保する

ことが重要なポイントとなるであ

ろう点が示唆されます。

　　作業や費用の負担状況

　申請に関する作業について，温

室効果ガスの排出量算定といった

専門知識が必要となる書類作成な

どの作業は，農家以外が実施して

いるケースが多い点が明らかにな

りました。また，費用負担に関して，

ヒートポンプなど省エネ機器の導

入コストや維持管理コストは，政

府や地方自治体などからの助成分

を除けば農家が全額負担している

点が明らかになりました。

　　国内クレジット制度に対する

　　評価

　農家に国内クレジット制度に対

する評価を尋ねたところ次のよう

な結果となりました。まず，政府

等による事前の情報提供について

は８件中５件が「とても不満」と

の回答でした。これは，農家によ

る事業申請後に制度の運用方法が

一部変更となることなどがあった

こと，制度開始間もない時点での

申請であり，前例となるような情

報が入手できなかったことなどが

原因と考えられます。

　また，クレジットの取引価格に

対する評価では，「とても満足」

から「とても不満」まで評価にば

らつきが見られました。相対取引

となる企業との国内クレジット取

引では，必ずしも農家が満足する

水準に価格が設定されないケース

もあるものと考えられます。

　調査から得られた知見を利用し，

農家の国内クレジット制度利用の

経済性に関し次のような試算を報

告しました。

　農家による国内クレジット制度

利用は，省エネルギー機器導入の

投資（省エネルギー機器を購入し，

将来にわたり燃費節減のメリット

を得る）と国内クレジット制度利

用の投資（申請に関わる作業や費

用を負担し，将来にわたりクレ

ジット販売収入を得る）との２段

階の投資と考えることができます。

これら２つの投資の経済性を比較

するため，日本における標準的な

ハウス栽培農家を想定したモデル

ケースによる試算を実施しました。

　試算の結果，省エネ機器導入の

経済性は標準的な規模の農家で

あってもプラスであると見込まれ

ました。一方で，国内クレジット

制度利用については，標準的な規

模の農家が単独で利用した場合，

作業量や申請費用に見合うだけの

十分な利益を生み出せないと見込

まれる点が明らかになりました。

このことから，農家の国内クレ

ジット制度利用を促進するには，

申請にかかる費用をいかに削減す

るのかがポイントになるであろう

点が示唆されます。具体的には，

複数農家のクレジットを取りまと

めて申請にかかる固定費用を削減

したり，優良事例のノウハウを蓄

積したりすることなどが有効な方

策であると考えられます。
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